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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社グループは「住友事業精神」と「住友電設グループ企業理念」に基づき、経営の効率化・迅速化を図るとともに、株主を含めたすべてのステー
クホルダーの利益にかなうことが重要であるとの認識のもと、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上のため、以下の基本的な考え方に沿っ
て、コーポレートガバナンスの充実に取り組むこととします。

1) 株主がその権利を適切に行使することができる環境の整備を行う。

2) 株主を含むステークホルダーの利益を考慮し、それらステークホルダーと適切に協働する。

3) 会社情報を適切に開示し、透明性を確保する。

4) 取締役会の経営に関する基本方針等の決定機能及び監督機能を重視し、それらの機能の実効性が確保される体制の整備及び取締役会の運

営に注力する。業務執行については、権限及び責任を明確化し、事業環境の変化に応じた機動的な業務執行体制を確立することを目的として、
執行役員制並びに事業本部制を導入している。また、経営健全性確保の観点から、監査役監査の強化を図ることとし、独立社外監査役と常勤の
監査役が内部監査部門や会計監査人と連携して適法かつ適正な経営が行われるよう監視する体制としている。

5) 持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するよう、合理的な範囲で、株主との建設的な対話を行う。

住友事業精神及び住友電設グループ企業理念については、当社ウェブサイト（https://www.sem.co.jp/company/philosophy/）をご参照ください。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則をすべて実施しています。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

コーポレートガバナンス・ガイドラインについては、当社ウェブサイト（https://www.sem.co.jp/company/cgc/）をご参照ください。

＜原則１－４：政策保有株式の保有方針、議決権行使基準＞

①当社は、政策保有株式を、取引先等との長期的・安定的な関係の構築・強化を主たる目的として、中長期的な企業価値向上に資するかという観
点より保有しております。毎年、取締役会で個別銘柄毎に保有に伴う便益やリスクが資本コストに見合っているかという観点も含め、経済合理性
並びに将来の見通し等を総合的に勘案し保有の適否について検討を行っております。その結果、保有目的に適さなくなった、あるいは中長期的な
企業価値に資することのなくなった株式は、適時・適切に縮減を進めることとしております。

②政策保有株式に係る議決権の行使については、上記①の方針を踏まえ、当社及び政策保有先の企業価値向上につながる行使とすることを前
提に、経営状況等を勘案し議案毎に賛否を判断することを基本方針とします。具体的には、株主価値が大きく毀損される可能性がある、あるいは
業績不振が継続しているなどの場合に、所管部門が経理部門・総務部門と協議の上、所定の合議手続きを経て賛否を判断します。

＜原則１－７：関連当事者間の取引に関する手続の策定とその枠組み＞

当社「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の「５．取締役会等の責務　（6）関連当事者との取引」をご参照ください。

＜補充原則２－４－１：中核人材の多様性確保の考え方・目標・状況、人材育成と社内環境整備の方針・状況＞

【多様性の確保についての考え方】

当社は、変化の激しい事業環境において、持続的な成長と企業価値の向上を実現し、真に社会から求められる総合エンジニアリング企業を目指
すためには、人と技術の永続的な成長が必要との考えから、経験・技能・キャリア等が異なる多様な人材を継続的に採用・育成・登用し、それぞれ
の特性や能力を最大限活かせる職場環境づくりに取り組みます。

更に、多様な視点や価値観を企業経営に活かすためには、特に経営の中核を担う管理職における多様性の確保が重要との考えから、特に管理
職に占める女性・キャリア（中途）採用社員の比率において目標を設定して取り組みます。

【多様性の自主的かつ測定可能な目標、その状況】

（１）女性社員の管理職への登用

当社では、優秀な人材の確保、及び組織のダイバーシティ向上等を目的として、女性社員の採用・育成・登用を進めています。

基準日となる2021年3月末時点での管理職及び管理職候補者（係長級）に占める女性社員の比率は下表の通りです。

具体的には、女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画において、2016年度からは総合職新卒採用の10%以上を女性とすること、2020年度か
らは女性社員を対象にキャリア形成を強化する施策を講じることを目標に掲げ、当該比率を2031年3月末までに倍増させることを目指します。

　　　　　　　　　　　　　 　 　2021年3月末（実績）　　 　2031年3月末（目標）

　　女性管理職比率　 　　 　 　　 1.3％　　　　　　　　 　 　 2.6％以上

　　女性係長級比率　　　 　 　 　12.6％　　　　　　　 　　　25.2％以上



（２）外国籍社員の管理職への登用

当社では、優秀な人材の確保、内なるグローバル化による社員の視野拡大と組織のダイバーシティ向上、及び海外事業の強化等を目的として、
外国籍社員の採用・育成・登用を進めています。

基準日となる2021年10月末時点で、外国籍社員は10名在籍しています。

外国籍社員の管理職は在籍していませんが、2031年3月末までに外国籍社員の管理職への登用を実現させることを目指します。

なお、海外グループ会社においては、基準日時点で主要7社の常勤取締役13ポストに対して、外国籍社員5名（38.5%）が内部昇格で取締役に就任
しており、今後さらにその人数を増加させることを目指しています。また、現地の幹部人材育成を目的とした継続的な教育を実施するなど、海外グ
ループ会社の中核人材の育成に注力しています。

（３）キャリア（中途）採用社員の管理職への登用

当社では、事業部門で即戦力となる人材やDX・データサイエンティスト等の専門性を有する人材の補強、またさまざまなキャリアを有する人材の配
置による組織のダイバーシティ向上等を目的として、キャリア採用社員の採用・育成・登用を進めています。

2018～2020年度の採用者数に占めるキャリア採用社員数は約50%で、そのうち約30%は管理職として採用しており、基準日となる2021年3月末時
点での管理職に占めるキャリア採用社員の比率は約20%です。

具体的には、採用者数の30%程度をキャリア採用とすることを目標に掲げ、当該比率を2031年3月末においても現状を維持することを目指します。

（４）障がい者の雇用

当社では、企業の社会的責任であることは勿論のこと、組織のダイバーシティ向上等を目的として、障がい者の雇用を推進しています。

基準日となる2021年9月末時点での障がい者雇用率は2.35%です。

具体的には、毎年若干名を採用とすることを目標に掲げ、障がい者雇用率を2031年3月末においても現状以上とすることを目指します。

（５）シニア社員の雇用

当社では、専門性を有する人材の補強、技術の伝承、また組織のダイバーシティ向上等を目的として、豊富な経験や高度な技術力をもつシニア社
員の雇用を推進しています。

基準日となる2021年9月末時点での60歳以上の社員数は99名（うち65歳以上は24名）で、全社員に占める割合は5.9%（うち65歳以上は1.4%）です。

引き続き、シニア社員が活躍できる職場環境づくりに取り組みます。

【多様性の確保に向けた人材育成方針、社内環境整備方針、その状況】

（１）人材育成方針、社内環境整備方針

当社は、住友電設グループ企業理念に基づき、「技術・能力開発の推進」「個々人の力が発揮できる仕組み・風土作り」「マルチエンジニアの育成」
「グローバル人材の育成」を人材育成の基本方針として、社員一人ひとりが「プロ集団」の一員となるべく、人材育成に取り組むとともに、経験・技
能・キャリア等が異なる多様な人材が、それぞれの特性や能力を最大限活かせる職場環境づくりに取り組みます。

（２）具体的な取組み

　　人材育成

　　　・全社教育体系の構築

　　　・グローバル人材の育成

　　からだとこころの健康増進

　　　・基本方針

　　　・感染症対策

　　ワークライフバランス

　　　・総実労働時間の短縮（長時間労働の是正）

　　　・女性活躍推進

　　　・次世代育成支援

　　シニア社員の活躍推進

　　　・65歳定年制の導入

　　詳細は、当社ウェブサイトをご参照ください。

　　　・CSR報告書 ： https://www.sem.co.jp/sustainability/csr/

＜原則２－６：企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮＞

当社は、住友電設企業年金基金（以下「基金」という）がアセットオーナーとして期待される機能を発揮できるよう、その事務局に資産運用を適切に
行う資質を持った人材を配置するとともに、運用幹事会社から法令や運用に関する情報提供や助言を得る環境を整備することにより、事務局の専
門性向上への継続的な取組みを支援しております。

基金においては、諮問機関として資産運用委員会を設置しており、同委員会は、当社の配置した人事担当及び財務担当役員や経理財務部門の
専門担当のほか、受益者代表としての労働組合幹部により構成されております。

基金における意思決定や運用機関に対するモニタリング等は、資産運用委員会の助言を踏まえて行われており、当社は、同委員会での審議等を
通じて、基金の運営が適切になされていることを確認しております。

＜原則３－１：情報開示の充実　（i）経営理念、経営戦略、経営計画＞

当社グループの企業理念及び中期経営計画については、当社ウェブサイトをご参照ください。

　・企業理念の内容 ：　https://www.sem.co.jp/company/philosophy/

　・中期経営計画の説明 ：　https://www.sem.co.jp/ir/managementplan/

＜原則３－１：情報開示の充実　（ii）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針＞

当社「コーポレートガバナンス・ガイドライン」をご参照ください。

＜原則３－１：情報開示の充実　（iii）経営陣幹部・取締役の報酬決定方針・手続＞

当社「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の「５．取締役会等の責務　（9）取締役報酬の決定方針等」をご参照ください。



＜原則３－１：情報開示の充実　（iv）取締役・監査役候補の指名の方針と手続＞

当社「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の「５．取締役会等の責務　（8）取締役・監査役候補の指名方針等」をご参照ください。

＜原則３－１：情報開示の充実　（v）取締役・監査役候補の個々の選任・指名の説明＞

取締役候補者及び監査役候補者の選任理由については、株主総会招集通知に記載しております。

また、取締役及び監査役を解任する場合は、その理由を株主総会招集通知に記載しております。

＜補充原則３－１－３：サステナビリティに関する取組み方針、人的資本や知的財産への投資等の開示、「気候関連財務情報開示タスク

　 フォース（TCFD）」の枠組みに沿った開示＞

（１）当社のサステナビリティについて

当社グループは、幅広いステークホルダーとの協働、積極的な情報開示と透明性の向上に努めています。当社グループのサステナビリティの考え
方や方針、取組みについては当社ウェブサイトをご参照ください。

　・住友電設グループ サステナビリティ方針 ： https://www.sem.co.jp/sustainability/about/

　・CSR報告書 ： https://www.sem.co.jp/sustainability/csr/

当社は、2023年5月に、TCFD提言への賛同表明を行い、気候変動が当社の事業に及ぼす影響（リスク・機会）について、2050年を想定したシナリ
オの途上に起こる「低炭素経済への移行に関連したリスク」、「気候変動に伴う物理的影響に関連したリスク」及び「気候変動緩和策・適応策による
機会」を、TCFDの枠組みに基づき分析しました。

なお、分析手法については、今後も継続的に見直しを行い精緻化に努めてまいります。また、設定した戦略が財務に与える影響については今後
開示していく予定です。詳細は当社ウェブサイト（https://www.sem.co.jp/sustainability/esg/tcfd）をご参照ください。

(2) 人的資本や知的財産への投資等

当社グループの企業理念に、「創造力豊かな社員を育て、活力と潤いのある企業を目指します。」を掲げ、社員一人ひとりが能力を発揮できる制
度・環境の整備を行っており、その取組みについて情報開示を行っています。詳細は、当社ウェブサイトをご参照ください。

　・CSR報告書 ： https://www.sem.co.jp/sustainability/csr/

　・各種IR関連資料 ： https://www.sem.co.jp/ir/library/

　・中期経営計画 ： https://www.sem.co.jp/ir/managementplan/

＜補充原則４－１－１：取締役会の経営陣に対する委任の範囲＞

当社「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の「５．取締役会等の責務　（2）代表取締役等に対する委任の範囲」をご参照ください。

＜原則４－９：独立社外取締役の独立性判断基準＞

当社「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の「５．取締役会等の責務　（10）独立社外取締役・監査役の独立性判断基準」をご参照ください。

＜補充原則４－１０－１：指名・報酬委員会＞

当社「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の「５．取締役会等の責務　(7) 指名・報酬諮問委員会」をご参照ください。

＜補充原則４－１１－１：取締役会の知識・経験・能力のバランス、多様性及び・規模の考え方（取締役選任方針・手続と併せ開示）＞

当社「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の「５．取締役会等の責務　（4）取締役会の構成」をご参照ください。

各取締役及び監査役のスキル・マトリックスは、「株主総会招集通知（参考書類）」（当社ウェブサイト　https://www.sem.co.jp/ir/holder/　に掲載）
をご参照ください。

＜補充原則４－１１－２：取締役・監査役の兼任状況＞

「株主総会招集通知（事業報告）」（当社ウェブサイト https://www.sem.co.jp/ir/holder/　に掲載）をご参照ください。

＜補充原則４－１１－３：取締役会の実効性の分析・評価の実施及びその概要＞

当社コーポレートガバナンス・ガイドラインに基づき、2022年度における取締役会の実効性評価を実施しました。評価結果は当社ウェブサイトをご
参照ください。

　・当社取締役会の実効性評価の結果 ：　https://www.sem.co.jp/company/cgc/

＜補充原則４－１４－２：取締役・監査役に対するトレーニングの方針＞

当社「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の「５．取締役会等の責務　（14）取締役・監査役のトレーニング」をご参照ください。

＜原則５－１：株主との建設的な対話を促進するための体制整備・取組みに関する方針＞

当社「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の「６．株主との対話」をご参照ください。

＜原則５－２：経営戦略や経営計画の策定・公表＞

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】

住友電設グループは、「住友事業精神」「企業理念」に基づき、従業員をはじめ、顧客、取引先、社会、株主等のマルチステークホルダーの信頼に

応えるべく、事業の発展に取り組んでいます。

この基本理念を堅持し、当社グループは、中期経営計画「VISION24」（2020～2024年度：5ヵ年計画）を、2020年7月30日に公表いたしました。

VISION24では、以下のように目標掲げ、資本効率性として、ROE10%をターゲットとしております。

　　数値目標（2024年度 連結）

　　受注高　2,000億円

　　売上高　2,000億円

　　経常利益（率）150億円（7.5%）

　　成長投資　200億円（5年間）

　　ROE（自己資本当期純利益率）10%をターゲット

　　自己資本比率　50%水準を維持

　　配当性向　40%をターゲット（2024年度）



これらの目標達成に向けて取組みを強化し、資本コストを上回る資本収益性を確保することにより、中長期的な企業価値の向上を図ってまいりま
す。

なお、次期中期経営計画は、2025年5月公表を予定しております。

「中期経営計画VISION24」　https://www.sem.co.jp/ir/managementplan/

「【決算説明会資料】2023年度上期実績と通期業績見通しについて」

https://www.sem.co.jp/ir/library/pdf/99/kessansetsumei_2023_2Q.pdf

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

住友電気工業株式会社 17,828,151 50.35

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,429,000 9.68

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 790,000 2.23

住友電設共栄会 716,581 2.02

Ｊ．Ｐ． ＭＯＲＧＡＮ ＢＡＮＫ ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ Ｓ．Ａ． ３８１５７２ 656,700 1.85

北港運輸株式会社 624,000 1.76

住友電設従業員持株会 559,459 1.58

野村信託銀行株式会社（投信口） 385,800 1.09

ＪＰ ＭＯＲＧＡＮ ＣＨＡＳＥ ＢＡＮＫ ３８０６８４ 345,200 0.97

ＪＰ ＭＯＲＧＡＮ ＣＨＡＳＥ ＢＡＮＫ ３８５６３２ 335,153 0.95

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 住友電気工業株式会社　（上場：東京、名古屋、福岡）　（コード）　5802

補足説明

　当社の親会社は住友電気工業株式会社であり、同社は間接保有分を含め、当社の議決権の50.57％を保有しております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 建設業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

　当社は、親会社から設備工事等を受注しており、当該取引をするに当たっては、当社の採算を勘案した見積価格を提示し、その都度交渉のうえ
決定する等、受注価格が第三者との通常の取引と比べ著しく廉価とならないことに留意して決定しております。また、電線・ケーブル等の資材の購
入に当たっては、市場価格及び当社の採算を勘案のうえ、決定しております。

　親会社等との間の取引のうち、事業運営に重要な影響を与えるものについては、当社取締役会において報告され、取締役会は当該報告があっ



たときは、当社の採算を勘案して上記の方針に留意のうえ、判断しております。

　また、当社は上場子会社としての実効的なガバナンス体制をより強固にし、また、独立役員による一般株主保護を図るべく、取締役総数におけ
る独立社外取締役の割合を3分の１以上とすることとし、現在その割合は3分の１であります。

　なお、2022年1月31日付で、当社グループと親会社グループとの間の取引のうち、親会社と少数株主との利益が相反する重要な取引・行為につ
いて審議・検討することを目的として、独立社外取締役を含む社外役員で構成する「グループ会社間取引利益相反監督委員会」を設置し、対象の
取引・行為について定期的に同委員会で審議・検討した結果を、取締役会に報告する体制としています。

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

　当社は、親会社グループの一員として、包括的に経営管理面での指導を受けておりますが、事業活動を行う上での承認事項等に関する親会社
からの制限はなく、また親会社への価格交渉力を有するなど、親会社からの一定の独立性を確保しているものと考えており、当社のコーポレート・
ガバナンスに重要な影響を与える特別の事情はありません。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

髙橋　英行 その他

服部　力也 他の会社の出身者 △

安原　裕文 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)



氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

髙橋　英行 ○ ―――

社外取締役の髙橋英行氏は、日本銀行及び一
般社団法人大阪銀行協会の経験を通じて金融
経済に精通しているとともに、地域経済や企業
経営に関する知見も有しており、これらの高度
な専門性と幅広い見識を活かして、独立的な立
場で経営の監督を行い、当社の内部統制強化
及び持続的な企業価値向上を図っていただけ
るものと判断して選任しております。

よって、東京証券取引所が定める独立性の要
件を満たしており、当社の一般株主との間に利
益相反が生じるおそれはなく、独立性が十分確
保されていると判断しております。

服部　力也 ○

社外取締役の服部力也氏は、過去に当社
の取引銀行である三井住友信託銀行株
式会社の業務執行者として2018年3月ま
で勤務していました。2018年4月からは同
行エグゼクティブアドバイザーの職にあり
ましたが、2020年3月に退任いたしました。
また、当社と同行との間には、資金の借入
等に関する取引と電気工事の請負等に関
する取引が存在しています。

社外取締役の服部力也氏は、金融機関の経営
で培われた豊富な経験と幅広い知見を有して
おり、これらの実績と幅広い見識を活かして、
独立的な立場で経営の監督を行い、当社の内
部統制強化及び持続的な企業価値向上を図っ
ていただけるものと判断して選任しております。

なお、同氏は、過去に当社の取引銀行である
三井住友信託銀行株式会社の業務執行者とし
て2018年3月まで勤務していました。2018年4月
からは同行エグゼクティブアドバイザーの職に
ありましたが、2020年3月に退任いたしました。
また、当社と同行との間には、資金の借入等の
取引が存在しますが、当社は複数の金融機関
と取引をしており、同行からの借入依存度は突
出しておらず、同行の当社に対する影響度は
当社の意思決定に著しい影響を及ぼすもので
はありません。さらに、当社と同行との間には、
電気工事の請負等に関する取引が存在します
が、取引の規模、性質に照らして、同行の当社
に対する影響度は当社の意思決定に著しい影
響を及ぼすものではありません。

よって、東京証券取引所が定める独立性の要
件を満たしており、当社の一般株主との間に利
益相反が生じるおそれはなく、独立性が十分確
保されていると判断しております。

安原　裕文 ○ ―――

社外取締役の安原裕文氏は、長年にわたる企
業経営やグローバルビジネスに関する豊富な
経験と幅広い見識を有しており、これらの実績
と幅広い見識を活かして、独立的な立場で経営
の監督を行い、当社の内部統制強化及び持続
的な企業価値向上を図っていただけるものと判
断して選任しております。

よって、東京証券取引所が定める独立性の要
件を満たしており、当社の一般株主との間に利
益相反が生じるおそれはなく、独立性が十分確
保されていると判断しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名諮問委員会 5 0 2 3 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬諮問委員会 5 0 2 3 0 0
社外取
締役

補足説明



当社は、取締役等の指名・報酬に関する取締役会の意思決定の客観性を担保し、説明責任を強化するため、過半数を社外取締役で構成する「指
名諮問委員会」及び「報酬諮問委員会」を設置しております。上記の指名諮問委員会及び報酬諮問委員会の委員は、2023年12月22日時点の委
員であります。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 7 名

監査役の人数 5 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役会主催で監査役会・監査法人・監査部による三様監査会議を開催し、それぞれの監査計画及び監査結果に関する情報共有に努めており
ます。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

垂谷　保明 公認会計士

古賀　陽子 その他

薄井　琢磨 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



垂谷　保明 ○ ―――

社外監査役の垂谷保明氏は、公認会計士及び
税理士としての高度な知見や、企業会計及び
税務に関する豊富な経験を有しており、独立し
た立場から監査を行い、当社のコーポレートガ
バナンスの強化を図っていただけるものと判断
して選任しております。

よって、東京証券取引所が定める独立性の要
件を満たしており、当社の一般株主との間に利
益相反が生じるおそれはなく、独立性が十分確
保されていると判断しております。

古賀　陽子 ○ ―――

社外監査役の古賀陽子氏は、米国会計事務所
及び国内税理士法人勤務を通じ、国際税務・
企業税務に関する高度な知見と豊富な経験を
有しており、独立した立場から監査を行い、当
社のコーポレートガバナンスの強化を図ってい
ただけるものと判断して選任しております。

よって、東京証券取引所が定める独立性の要
件を満たしており、当社の一般株主との間に利
益相反が生じるおそれはなく、独立性が十分確
保されていると判断しております。

薄井　琢磨 ○ ―――

社外監査役の薄井琢磨氏は、弁護士としての
高度な知見と企業法務に関する豊富な経験を
有しており、独立した立場から監査を行い、当
社のコーポレートガバナンスの強化を図ってい
ただけるものと判断して選任しております。よっ
て、東京証券取引所が定める独立性の要件を
満たしており、当社の一般株主との間に利益相
反が生じるおそれはなく、独立性が十分確保さ
れていると判断しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 6 名

その他独立役員に関する事項

　当社は、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

後記の【取締役報酬関係】「報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」をご参照ください。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない



該当項目に関する補足説明

事業報告において、報酬の総額を開示しております。

第98期（2023年3月期）における取締役及び監査役の報酬等の額

取締役（社外取締役を除く）　6名　　2億56百万円　

監査役（社外監査役を除く）　3名　　　　 43百万円

社外取締役　3名　　30百万円

社外監査役　4名　　12百万円

（注）

1．上記支給人員には、2022年6月23日付で退任した取締役2名、監査役1名及び社外監査役1名を含んでおります。

2．上記取締役（社外取締役を除く）の支給額には、役員賞与（業績連動報酬額）の当期引当額94百万円が含まれております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役の報酬等の決定にあたっては、「住友事業精神」と「住友電設グループ企業理念」のもと、公正な事業活動を通して社会に貢献するという普
遍の基本方針を堅持しつつ、当社グループを持続的に成長させ、中長期的に企業価値を向上させるためのインセンティブとなる報酬体系となるよ
う設計しております。

1．取締役報酬の構成

取締役報酬は、月報酬、賞与により構成しております。

2．月報酬の決定に関する方針

取締役の月報酬については、事業内容、規模等の類似する企業を対象とした、役員報酬に関する第三者の調査を活用することにより、報酬水準
の客観性を確保した上で、職位毎の役割や責任度合い並びに会社業績への貢献度に基づいて、職位毎に月報酬テーブルを設定しております。
各人に適用するテーブルの金額については、中長期的な観点も踏まえ、役割や責任度合い、担当領域の規模や複雑性、難易度並びに会社業績
への貢献度を勘案し、決定しております。

3．賞与の決定に関する方針

取締役の賞与については、業績連動報酬とし、その総額は、事業内容、規模等の類似する企業を対象とした、役員報酬に関する第三者の調査を
活用することにより、報酬水準の客観性を確保した上で、毎期の会社業績、特に当社が経営戦略上重視している受注高、売上高や経常利益(率)
、ＲＯＥ等に加え、配当水準等を総合的に勘案し、決定いたします。各人への配分は、中長期的な観点も踏まえ、職位や責任度合い、会社業績に
おける主要目標（受注高、売上高や経常利益(率)、ROE等）の年初公表値(但し、ROEは中期経営計画目標値)に対する達成度に応じた支給率を
基準賞与額へ乗じた額を基本とし、毎期の会社業績への貢献度、及びこれらを達成するために必要な資質等の定性的要素も考慮し、各人のイン
センティブとなる水準となるよう設定しております。但し、上記に関わらず、会社業績に大きな影響を与える異例の事態が生じた場合は、報酬諮問
委員会での協議により所要の調整を行うことがあります。社外取締役については、独立性を確保する観点から賞与は支払っておりません。

＜業績連動報酬に係る指標に対する考え方＞

取締役（社外取締役を除く）に支給する業績連動報酬に係る指標は、中期経営計画の達成のため、全社一丸で目指す目標として一定の妥当性・
納得性があり、また客観的にも明確な指標であるとの判断から、「受注高」「売上高」「経常利益（率）」を採用しています。さらに、取締役が資本効
率の向上と当社グループの持続的な成長を意識した経営を推進する目的として「ROE」を採用しています。また、代表取締役以外の取締役には、
所管部門における安全品質、コンプライアンス、業績及び社員行動指針であるSEM VALUE浸透度・取組状況も指標として採用しています。

＜業績連動報酬に係る指標、目標、実績等＞

業績連動報酬に係る指標の当事業年度における目標及び実績は下表のとおりとなります。

　　　　　　　　　　　　受注高　　　　　　　　　　　売上高　　　　　　　　　　　経常利益率 （率）　　　　　　ROE※1

目　標　 　　　 1,800億00百万円　　　　1,750億00百万円　　　　　　140億00百万円 （8.0％） 　　　　10.0%

実　績　　　　　1,887億87百万円　　　　1,751億20百万円　　　　　　143億94百万円 （8.2％）　　　　 10.2%

(注) ※1.　ＲＯＥ目標は中期経営計画におけるターゲットとして設定しております。

4．月報酬と賞与の割合の決定に関する方針

月報酬と賞与の割合は定めず、前項に記載の業績目標や個人ごとの評価等により変動します。なお、月報酬と賞与との支給割合は、過去数年の
実績では概ね1：0.5～0.75程度となっております。

5．報酬決定手続き

取締役の月報酬及び賞与については、決定方針、関連する規程等の制定・改廃、個人ごとの月報酬や業績評価を踏まえた具体的な賞与額等の
重要事項に関し、報酬諮問委員会にて客観的視点から審議しております。取締役会は報酬諮問委員会の答申を踏まえ、決定方針や規程の制定・
改廃、支給時期及び方法について審議、決定するほか、年報酬総額の上限を見直す場合の株主総会の議案内容を決定いたします。個人ごとの
具体的な月報酬及び賞与の額の決定については、取締役会の授権を受けた報酬諮問委員会が「報酬の額又はその算定方法の決定方針等」に
基づき決定いたします。監査役の報酬については、株主総会において承認決議を頂いた報酬額の枠内で、監査役の協議により決定いたします。

＜当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が判断した理由＞



取締役会は、報酬諮問委員会より、取締役の個人別の報酬等の決定方針に基づいた算定方法に沿って個人別の月報酬及び賞与額の原案を決
定している旨の答申を受けております。取締役会は、その答申における額の算定方法及び決定経緯を審議した結果、当該決定方針に沿うもので
あると判断致しました。

＜役員の報酬等に関する株主総会の決議について＞

取締役の年報酬額の総枠については、2020年6月24日の株主総会にて、取締役の報酬額を年額6億円以内（うち、社外取締役分は年額1億円以
内）とする内容で決議いたしました。なお、その時点での員数は8名（うち、社外取締役は3名）であります。監査役の年報酬額の総枠については、2
020年6月24日の株主総会にて、監査役の報酬額を年額1億円以内とする内容で決議いたしました。なお、その時点での員数は5名（うち、社外監
査役は3名）であります。

6．自社株の所有

当社の業績向上に対する意欲や士気をより一層高めるとともに、株主価値を重視した経営を推進するために、社内取締役には、一定の基準を定
めて役員持株会を通じた自社株の保有を奨励し、当該自社株は在任期間中継続して保有することとしております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

取締役会事務局は、社外取締役に対し、取締役会の議題の内、重要な項目については、事前説明を実施します。また、取締役社長とも、定期的
な意見交換の場を設け、情報提供を行います。

常勤監査役は、社外監査役に対し、取締役会の議題の内、重要な項目については、事前説明を実施します。また、取締役社長とも、定期的な意
見交換の場を設け、情報提供を行います。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

（業務執行・監査・監督機能）

　経営に関する重要事項については、原則月1回取締役会が意思決定を行っております。代表取締役又は業務執行取締役の職務執行を、社外取
締役を含めた他の取締役が監督しております。また監査役は、監査役会が定めた監査計画に従い、取締役会をはじめ経営会議等の重要な会議
への出席、重要な決裁書類の閲覧、並びに会計監査人とも適宜情報交換を行い、監査の実効性を高め監査役の機能強化を図っております。

（取締役及び監査役の選定）

　　取締役及び監査役の候補者は、取締役会全体として、財務・会計、法務・コンプライアンス、人事・人材開発などの企業戦略の意思決定におい
て重要な分野に精通した人材、エンジニアリング・開発などの各事業分野に精通した人材、企業経営や国際性・グローバル経験豊かな人材、他業
種知見を有する人材、また、俯瞰的な立場で企業価値向上に寄与する独立性を有する人材などをバランスよく配置し、取締役会の機能を果たす
ために適切な人数を選定します。なお、独立社外取締役は３分の１以上の体制とします。選定した候補者については、社外取締役を委員長とし過
半数を社外取締役で構成する指名諮問委員会に諮問し、同委員会にて審議した内容について答申を受け、取締役会の決議により決定します。

　なお、監査役候補者については、事前に監査役会の同意を得た上で取締役会に諮っております。

（監査役の機能強化に向けた取組状況）

　監査役会は、社外監査役3名を含む合計5名の監査役で構成されており、1ヶ月に1回開催しております。監査役は、会社の内情把握の為、監査
役の業務を補助すべき者として、専任者1名、兼任者6名の使用人（監査役付）を配置しており、取締役の職務執行について適法性及び適正性を
監査しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社では、当社の事業内容や現場の実態に熟知した人材を中心に取締役会を構成しており、迅速で効率的な事業運営体制を実施しております。
なお、社外取締役3名を選任しており、取締役会の一層の強化に取り組んでおります。社外の人材活用による経営の透明性向上については、監
査役5名のうち3名が社外監査役であり、社外監査役による監査が十分に機能していると考えております。また、監査役は取締役会その他重要な
会議に出席して意見を述べ、業務の執行状況に関し、計画的かつ厳正な監査を適宜実施しており、経営監視機能の客観性・中立性が確保されて
いると考えております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
株主総会日の3週間前までに招集通知を発送しております。また、招集通知の発送前に、
東京証券取引所に開示し、当社ウェブサイトに電子データを掲載することとしております。

集中日を回避した株主総会の設定 集中日を回避して設定しております。

電磁的方法による議決権の行使 2017年6月開催の定時株主総会より実施しております。



議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

2021年6月開催の定時株主総会より実施しております。

招集通知（要約）の英文での提供
2020年6月開催の定時株主総会より招集通知の英訳版を作成し、日本語版とともに東京
証券取引所に開示し、当社ウェブサイトに掲載しております。なお、英訳は、いわゆる狭義
の招集通知及び株主総会参考書類を対象としております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
2015年11月に制定し、当社ウェブサイトにて公開しております。

https://www.sem.co.jp/ir/disclosurepolicy/

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

アナリスト・機関投資家向けに定期的に決算説明会を開催しております。 あり

IR資料のホームページ掲載
当社ウェブサイトにて、経営方針、決算情報、財務情報、IRカレンダー等を掲載
しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 総合企画部において対応しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「企業理念」、「住友電設グループ社員行動基準」において、各ステークホルダーに対する
当社のあるべき姿を明示しており、研修等を通じてグループ会社を含め、その共有化に努
めております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社グループは、「住友事業精神」「住友電設グループ　企業理念」に基づき、あらゆるス
テークホルダーの信頼に応えるべく、事業の発展に取り組んでいます。

この企業理念に基づき、持続可能な社会構築への貢献と中長期的な企業価値の向上を図
るため、「住友電設グループ　サステナビリティ方針」を制定し、この方針に沿って積極的に
サステナビリティ活動を推進しております。また、社長を委員長、経営会議メンバーを委員
として組織したサステナビリティ委員会を設置し、TCFD対応をはじめ、サステナビリティに
関する重要課題や目標などの議論、検証等の取組みを推進しております。なお、これらの
取組み内容は当社ウェブサイトにて公開しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

「住友電設グループ社員行動基準」において、企業会計など経営の透明性の向上に努め、
企業情報を法令・規範に基づき適切に開示する旨を定めております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

１．内部統制システムに関する基本的な考え方

　会社法及び会社法施行規則に基づき、以下のとおり業務の適正性を確保するための体制（内部統制システム）を整備する。

（１）取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

１）社内規程に基づき、取締役の職務執行に係る情報を文書又は電磁的方法（以下、「文書等」という）により記録し、保存する。

２）取締役及び監査役は社内規程により常時これらの文書等を閲覧できるものとする。

（２）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

１）安全、品質、環境、災害、感染症及び情報管理等に係るリスクについてはそれぞれの担当部門で規程等の制定、研修の実施、マニュアルの作
成・配布等を行う。

２）安全、品質及び環境等事業活動に伴って発生するリスクに関しては、中央安全品質委員会及び安全品質管理部において、その他のリスクに関
しては、リスク＆コンプライアンス委員会（以下「ＲＣ委員会」という。）において、リスクの未然の防止と生じたリスクへの対応に取り組む。

３）取締役、執行役員及び使用人（以下、「役職員」という。）は、社内規程に基づき、工事の損益管理を実施し、利益の確保及び損失の未然防止



に努める。

４）組織横断的リスク状況の監査は監査部を中心に行うものとし、その結果を取締役社長に報告する。

（３）取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

１）取締役、執行役員及び管理職の職務執行が効率的かつ適正に行われるよう、社内規程において担当部門及び各組織の所管業務を定める。

２）各部門の業績等については、中期計画及びその達成に向けた年度計画を策定し、社長及び各部門担当執行役員で構成する経営会議、取締
役会で検討のうえ、承認する体制とする。

３）経理部及び経理担当役員が月次単位で年度計画の達成状況を把握・分析のうえ、取締役会に報告する。

４）取締役会は定期的に進捗状況を監督し、効率化を阻害する要因を排除・低減するなどの改善を促すことにより、目標達成の確度を高める。

（４）役職員の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

１）役職員が法令、定款及び企業理念を遵守した行動をとるための社員行動基準を定める。それぞれの担当部門は、コンプライアンスに関する規
程等の制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行い、当該規程に基づいた職務執行の徹底を図る。

２）ＲＣ委員会は全社のコンプライアンスの取り組みを横断的に統括し、同委員会を中心に役職員教育等を行う。

３）監査部はコンプライアンスの状況を監査する。

４）国内外の競争法の遵守については、当社グループ内における疑わしい行為を含む入札談合行為根絶のため、競争法に関する教育を継続的
に実施するとともに、総務部及び各部門は協力・連携を図りコンプライアンスに関する規程等の運用及び遵守状況を定期的に確認し、不備につい
ては速やかに改善する。

５）コンプライアンス上疑義のある行為等について役職員が直接情報提供を行う手段として社内及び社外に業務相談・通報窓口を設ける。

６）反社会的勢力の排除に向けて反社会的勢力との関係を遮断し、不当要求は一切受け付けず、総務部を対応統括部署として、警察当局、顧問
弁護士等と協力・連携を図り、事案に応じて関係部門と協議のうえ対応を行う。

（５）財務報告の適正性を確保するための体制

１）取締役会の方針のもと、各部門・子会社は、金融商品取引法及び金融庁が定める評価・監査の基準並びに実施基準に沿った内部統制システ
ムの整備及び適切な運用を図り、財務報告の適正性の確保に努める。

２）監査部は、各部門・子会社の内部統制システムの整備及び適切な運用状況について監査を行い、不備については各部門・子会社に改善を促
す。

３）各部門・子会社は、監査部の評価・監査・指導により改善を促されたときは、速やかに改善するように努める。

（６）当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

１）子会社の事業に関して責任を負う取締役を任命し、各社の経営状況の把握に努めるほか、コンプライアンス体制、リスク管理体制を構築する
権限を与え、本社管理部門はこれらを横断的に推進し、管理する。

２）関係会社管理規程に基づき、当社経営会議、取締役会で報告・附議すべき決定事項・発生事実やリスク管理、コンプライアンス等に関する一定
の事項について子会社から報告を受け、又は必要により当社と協議を行う。

３）当社グループ横断的な主要リスクについては、当社の担当部門等と各子会社が自社事業の遂行に伴うリスクを再評価のうえリスク管理を行う
ほか、子会社における固有のリスクについても、当社が支援を行い、リスクの軽減等を図る。

４）各子会社の事業計画は、当社の中期計画及び年度計画の一環として策定され、業績が定期的に報告される体制とする。当該報告に関して所
要の対策等を検討し、速やかに実施されるように支援する。

５）コンプライアンスに関して、当社のＲＣ委員会や総務部等が当社グループ内の主要なコンプライアンスリスクごとに展開する発生防止策に従
い、各子会社において、自社特有のリスクを含め、対策を講じる体制とする。なお、内部通報のための業務相談・通報窓口は、当社グループ共通
の社外窓口を設ける。

６）子会社の監査は、監査部及び経理部が行うものとし、その結果を取締役社長に報告する。

７）親会社のコーポレートスタッフ部門と当社の本社管理部門はコンプライアンス及びリスクに関する意見交換を行い、適時に必要な施策を実施す
る。

（７）監査役の職務を補助すべき使用人を置くことに関する事項、監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項及び監
査役の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

１）監査役の職務を補助する使用人として監査役付を任命する。

２）監査役は監査役付に監査業務に必要な事項を命令することができるものとし、この命令を受けた監査役付はこの命令に関して取締役、監査部
長等の指揮命令は受けないものとする。

３）監査役付の任免、異動、昇給、人事評価及び懲戒については予め監査役会より、意見を聴取し尊重する。

（８）当社並びに子会社の役職員及び子会社の役職員から報告を受けた者が当社監査役に報告をするための体制その他の当社監査役への報告
に関する体制

１）当社並びに子会社の役職員及び子会社の役職員から報告を受けた者は、当社監査役に対して、法定の事項に加え、当社、子会社及び当社グ
ループに重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、社内規程に基づく通報状況及びその内容を適時に報告する。

（９）監査役へ報告を行った者が当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

１）内部通報に関する規程において、通報者に対して通報を行ったことを理由として解雇その他の不利益な取扱いを行わない旨を規定するなど、
当社及び子会社は、監査役に前項の報告を行ったことを理由として、当該報告を行った者に対して不利な取扱いを行わない。

（10）監査役の職務執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

１）監査役の職務執行について生ずる費用又は債務の処理のため、毎年度、監査役の承認のもと必要な予算を設定し、監査役から前払又は支出
した費用等の償還、負担した債務の弁済の請求があった場合には、速やかに対応する。

２）監査役がその職務執行に関連して弁護士、公認会計士等の外部専門家に相談する場合の費用は、会社が負担する。

（11）その他の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

１）監査役会と取締役社長とはそれぞれ定期的に意見交換を行う。

２）監査役は各部門からヒアリングを行う機会を定期的に確保する。

３）監査役は経営会議、ＲＣ委員会その他重要な会議に出席し必要に応じて意見交換を行うことができる。

２．内部統制システムの整備状況

　当社の経営管理組織は、経営方針等の重要事項に関する意思決定及び業務執行の監督機関として「取締役会」、業務執行機関として「代表取
締役」、監査機関として「監査役会」を設置しております。また、グループ全体の経営戦略や中長期の経営方針等を審議する機関として「経営会議」



を設置し、取締役会の意思決定を支援するとともに、代表取締役の業務執行の強化や迅速性を高めるため、2004年6月より「執行役員制」を導入
しております。

（１）監査役会

　監査役の監視機能強化の一環として、常勤監査役は取締役会だけでなく、重要な経営テーマを審議する経営会議やＲＣ委員会その他の重要な
会議に出席し、経営状況の的確な把握や監視に努めております。

　一方、社外監査役は、経験、見識に基づいた客観的な視点からの問題把握と意見を述べ、常勤監査役による日常監査と併せて、監査役会の一
層の活性化を図り、監査機能の充実に努めております。

　また、監査役の業務を補助すべき者として、専任者1名、兼任者6名の使用人（監査役付）を配置しており、監査役付は、監査役の指揮命令に基
づき、業務を行っております。

（２）内部監査体制

　取締役会の方針（内部統制システムの基本方針）に基づき、内部統制システムの整備・運用状況について監査を行う内部監査部門として監査部
を設置しております。同部は、当社グループ会社を含めた監査を実施し、監査役及び会計監査人とも適宜連携を取って監査を実施しております。

（３）リスク管理体制及びコンプライアンス体制

　リスクの全社一元管理を進め、個別リスク管理によるバラツキを是正し、全社の対策レベルの向上を図ることを目的にＲＣ委員会を設置しており
ます。会社の事業継続に大きな影響を与えるリスクに対しては、個別の委員会、主管部門と連携し、未然防止から発生対応までの対策を講じてい
くとともに、会社全体のリスク管理方針の決定と指示、推進を行っております。また、コンプライアンスの推進も同委員会で行っております。

　当社グループは法令遵守に加え、人権の尊重、公正な取引、知的財産等に係る基本方針を盛り込んだ「住友電設グループ社員行動基準」を制
定し、適切な事業活動を行っております。また、内部通報制度を構築し、適時に代表取締役、監査役への報告を行う体制を整備しております。

（４）情報管理体制

　株主総会議事録、取締役会議事録、監査役会議事録、経営会議議事録等は適切に保管しております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

１．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

　当社グループは、反社会的勢力の排除に向けて反社会的勢力との関係を遮断し、不当要求は一切受け付けず、警察当局、顧問弁護士等と協
力・連携を図り、反社会的勢力に対して毅然とした態度で臨みます。

２．反社会的勢力排除に向けた整備状況

　当社グループの倫理規範である「住友電設グループ社員行動基準」に反社会的勢力に対する行動基準を示し、社内各部門のコンプライアンス
職場研修を通じて、その内容を全員に周知徹底しております。

　当社は、大阪府企業防衛連合協議会及び社団法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会に所属し、指導を受けるとともに情報の共有化を図っ
ております。また、総務部を対応統括部署として、警察当局、顧問弁護士等との連携を図りながら、事案に応じて関係部門と協議の上対応を行い
ます。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

　当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は、次のとおりであります。

１．会社情報の適時開示に係る基本姿勢

　当社は、「住友電設グループ社員行動基準」を定め、経営に関する法令遵守と倫理的行動により、公正かつ適切な事業活動を行い、証券取引所
の定める適時開示規則等を遵守し、株主及び投資者の投資判断に影響を及ぼす重要な会社情報を適時に情報開示できるよう努めております。

２．適時開示に係る社内体制

　事業部門及び子会社からの重要な情報は、担当役員及び本社部門に集約され、総合企画部を主管とする適時開示担当部署において、適時開
示規則等に基づき適時開示の要否の判断を行っております。

　開示の判定後、開示の必要性がある情報は、代表取締役社長に報告を行い、「決定事実」及び「決算に関する情報」については、取締役会の決
議後に、また「発生事実」に関する情報については、速やかに情報開示を行っております。

　なお、当社の親会社である住友電気工業株式会社が適時開示を要する場合には、開示の必要性があると判断した時点で、その開示内容・日時
等の報告を行っております。

３．重要な会社情報の管理

　自社株式の売買に関する行動基準及び内部情報の管理を「内部者取引防止規程」に定め、証券市場に対する阻害行為の未然防止と内部情報
の管理等徹底を図っております。
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【参考資料：適時開示に係る社内体制の概略】 

 

 

 

内部情報

　担当役員

　本社部門　（総合企画部、総務部、経理部、他所管部門）

　決定事実・決算に関する

情報発生の事業部門（本部・事業部、支店等）及び子会社

情　報　取　扱　責　任　者 　（ 経 理 部 長 ）

発生事実の適時開示

　決議、承認

　【情報の集約】

　【重要性及び適時開示情報の検討】　　担当役員、総合企画部、総務部、経理部

決定事実・決算に関する情報 発　生　事　実

証　券　取　引　所

　情報の適時開示

　【情報の報告】
　代 表 取 締 役 社 長

　親　　　   会　　　   社 （親会社が適時開示を要する場合）

取　締　役　会　（事務局　総合企画部）


